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○ 指定の要件（基準）の確認と申請書類の作成 
指定事業者になるためには、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条

例等で定める基準を満たさなければなりません。 
 例えば・・・法人格がないと指定を受けられません。法人格を取得するための手続きが必要です。

定款等の変更が必要な場合もあります。 
※ 予防型サービスは特に定款の記載に注意が必要です。 
※ 株式会社等の民間法人の設立方法については、お近くの法務局にお問い合わせ下さい。 

  
  基準を知りたい方は・・・例規集(http://www.pref.kanagawa.jp/docs/y8e/cnt/f7406/)や「介護保険六法」等で確

認してください。 
 

申請書の様式について ・・・ホームページ「介護情報サービス かながわ」からダウンロードできま

す。記載例も掲載してあります。 
 
 

○提出期日 指定月の前々月の７日まで 

＜例＞令和６年10月１日指定の場合は令和６年８月７日までの提出（必着）が必要です。 
（※７日が閉庁日の場合は翌営業日必着。） 

申請書は必ずしも1度で受理できるとは限りません。修正していただかないといけない場

合もありますので、お早めに提出をお願いします。 

 

○提出方法 電子申請届出システム又は郵送 

（１）電子申請届出システム（※令和６年６月１日指定分から受付開始） 
次の①～③全てに対応可能な場合のみ電子申請届出システムでの申請が可能です。一つで

も対応不可の場合は郵送により申請してください。 
① ＧビズＩＤ（法人・個人事業主向け共通認証システム）の取得が必要です。 
② 法人の登記簿謄本は登記情報提供サービスによる提出のみ可能です。 
（紙の登記簿謄本をＰＤＦ化したものは認められません。） 

③ 審査手数料は電子納付（スマホ決裁、クレジットカード又はPay-easy）のみとなります。  
 詳細は、https://www.pref.kanagawa.jp/docs/fz7/shinsei/denshinoufu.html をご確認

ください。 
「記載例・作成例」、「必要書類一覧及び留意事項」や「チェックリスト」により全ての

書類を用意し、内容確認を行ってから申請してください（３～４ページ「フロー図」参

照）。システムの全体像や操作方法は、別に掲載しているマニュアルをご覧ください。 
 

（２）郵送 
 次の提出先に送付してください。 
 
 
 
 

 

準 備 

申請書の提出 

提出先 
 〒231-8588 横浜市中区日本大通１ 
高齢福祉課 保健・居住施設グループ宛 
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事業所ごと、サービス種類ごとに申請書及び添付書類等の書類審査を行います。 
申請書提出後、指定希望日前までに申請内容に変更が生じた場合は、高齢福祉課に連絡の上、書類の

補正を行なってください。 
 

 
 
指定事業所名、所在地、サービスの種類等が「介護情報サービスかながわ」に公示されます。 
 

 
「事前相談会」は行っておりません。指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める

条例等で定める基準を満たしているか、申請書類が整っているかを確認してください。   
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